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経済学研究 34-1
北海道大学 1984.6

サービス化，情報化経済と集権，分権

小林好宏

1.問題の所在

こんにちサーピス経済化あるいは情報経済化

とL、う表現がしばしば用いられている。この表

現はわが国では特に昭和50年代以後しばしば

耳にするようになった。もちろん，単に第3次

産業の構成比が高まるということや，脱工業化

が進展するだろうといった議論は，もっと早く

からいわれていたことであるし，アメリカで

は，少なくとも第3次産業の構成比の増大は，

1950年代の半ばにすでにはじまっていた。そし

て， おおよそわが国がアメリカより 20年遅れ

てその後を追っているという，ごく表面的な傾

向からみれば， 1975年頃， すなわち第1次石

油危機後の昭和50年代から， 似た傾向があら

われるのも至極当然という見方もできる。しか

し，サービス化や情報化は，単なる第3次産業

の構成比の高まりという以上に質的な変化も含

んでいる。そしてこのことは，経済学上のさま

ざまな問題，たとえば企業組織，地域経済等に

新たな問題をなげかける。

本稿は特に，サービス化，情報化経済が，地

域聞の資源配分の上にどのような影響を与える

か， という点に注目して，議論を展開する。

この問題の意味は次の点にある。

高度成長時代，わが国において人口も産業も

3大都市圏に集中し 3大都市圏と地方圏との

格差が拡大した。昭和44年に策定された新全

国総合開発計画は，工場の地方分散主義を積極

的に打ち出したが，中枢管理機能は東京に集中

させ，全国を交通，通信のネットワークで結ぼ

うというものであった。これは，たしかに一面

で成功したし，工場の地方進出は，かなり続い

たが，ただちに人口の地方分散が生じたわけで、

はなし、。 もちろん， 35-45年の高度成長期と

それ以後とで，人口動態にかなりの差がみら

れ， 40年代後半には，地方圏の人口増加率が

やや上昇しはじめている。 これには， 工場の

地方分散，地方における雇用機会の創出と，他

方， 3大都市圏の過密， ということがその理由

として考えられるが，しかし，中枢管理機能は

依然として中央に集中し，本社機能，支庖機能

の集中とともに，それに関連するサーピス産

業，あるいは情報産業， したがって，そこに働

く従業員，特に知的専門的サービス，情報生産

者等が東京に集中する， という現象は，強まる

ことはあっても決して弱まりはしなかった。

50年代に入って， Uターン現象とみられる

現象は，たしかにあらわれた。しかし，そのU

ターンは，自分の出身地の近くの地方中核都市

あるいは地方中心都市への復帰であって， Uタ

ーンではなく Jター γであるといわれる。すな

わち，都市化は高度成長時代以来，一貫して続

いているのである。

そこで問題は次の如くである。情報化，サー

ビ、ス化は国民経済における中央と地方という地

域間関係にどのような影響を与えるか。都市と

農村という関係であるならば，もちろん近代化

は同時に都市化であり，農村から都市への人口

移動は一貫して継続している。しかし，中央と

地方という関係は，これに加えて管理機能と生

産機能の地域間配分の問題でもある。少なくと

もサービス経済化の進展は，都市への集中をい

っそう促進することはほとんど疑いえないが，

そのことは中央集中をただちに意味するわけで

はなし、。地方でも，それなりに都市化が進展す

るならば，サービス産業のウェイトは高まるこ
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とは容易に想像しうる。同様に，情報化社会も

都市化社会と対になっている。しかし同時に，

情報のネットワークが整備されると，情報入手

コストが低下し，そのことが地域間情報ギャッ

プを縮少させ，その面での企業立地条件の格差

を減少させるかもしれない。しかし他面，情報

システムが行き届くことによって，かえって中

央集中を強めることも考えられる。

いったい，サーピス化，情報化の進展は，中

央と地方という国民経済の内部における空間的

な視点、をいれた資源配分にどのような影響を与

えることになるのだろうか。この点に焦点をあ

てながら，サービス化"情報化の意味，経済学

的にみた情報の特性等を整理し，分析をすすめ

る。結論をやや先取りしていうならば，筆者は

次のような仮説を描いている。すなわち，①第

2次大戦後の高度成長は， 大都市集中とりわけ

首都圏への集中をいっそう強めてきたが，これ

は情報機能がいっそう重視されてきたことを意

味するのではないか，②都市化がいっそう進展

する中で，サーピス産業がますます都市に立地

し，これが都市への人口集中に拍車をかけたの

ではないか，③情報化社会は， このような流れ

を変えるかどうかわからない。おそらく両面あ

ると思われるが，むしろ，中枢都市あるいは首

都の機能をいっそう強化する方向に作用するの

ではないか，④したがって，地域分権や地方の

時代とL、う言葉が叫ばれながら，経済の全体の

動きとしては，ますます中央と地方の機能分化

すなわち中枢管理機能と物財の直接生産機能と

の分化が進展し，分権化よりも集権化へ向かう

傾向があるのではないだろうか，⑤もしそうで

あるなら，そのような流れに対して，地域分権

を積極的に主張する合理的根拠がありうるか，

あるいはまた，地方はそのような流れにどう対

処したらよいのか。

これが筆者の問題意識である。特に①につい

ては，格別これといった実証は行なってはいな

い。しかし，たとえば次のような事例を考えて

みると，①の仮説は裏付けられるようにも思わ

れる。戦前，東京は政治，行政の中心都市，大

阪は経済の中心都市，という位置づけがあっ

た。しかし，大阪の主要な企業の本社が東京に

移った。また大阪本社という名前のつくものが

あっても，本社機能の中心は東京にあるものも

多い。それとともに大阪の地盤沈下が叫ばれて

いる。それでいながら，関西にはすぐれた革新

的企業が続出している。このことは，大阪を地

盤にした企業であっても，東京に本社を移さね

ばならない大きな理由があったからではない

か， と想像される。おそらく，東京が情報入手

に便利であること，とりわけ政治，行政の情報

が企業活動にとってますます重要になりそれら

情報入手のためには，東京に本社をおくことが

いっそう有利になっていることを意味するもの

と思われる。

このことは，第2次大戦後，地方自治法が制

定され，地域分権主義の理念がたてまえとして

示されながら，実際は，中央集権を強めたこと

を意味するのではないか，そしてそれをもたら

したのは，行政と経済との結びつきがきわめて

重要になったこと，さらに行財政制度が，中央

官庁の主導性を強めることになったことを意味

するのではないか， と考えられる。もちろん，

これらは仮説的段階であって，本稿では，そこ

まで堀り下げた実証的な分析はしていない。 L

かし，こうした問題は情報化社会を論ずる場合

にも重要であり，本稿の分析においても，以上

の仮説を常に念頭におきながら議論は展開され

る。

本稿では，まず第一にサーピス化，情報化の

進展とともに，中央集中特に中枢管理機能の集

積地への集中がすすんでいる，という実態を示

す。次いで、，サーピス化，情報化の進展の理由

について述べる。第三に，経済理論的にみたサ

ーピス，情報の特質について，これまでのサービ

ス経済論，情報経済論を簡単に展望しながら要

約する。第四に，都市化がなぜ、サービス化左対

になっているかを，やや理論的に分析する。第

五に，情報化の進展が中央と地方という地域間
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の関係にどのように影響するかを，おなじく理

論的に考察する。最後に，サーピス化，情報化

と国民経済における集権化，あるいは分権化と

の関連をとりあげ，地方がこの情報化の流れの

中でどのようにあるべきかを，地域経済的視点

から検討する。

2. サービス化，情報化と都市集中

高度成長期において，工場の地方分散政策が

とられたが，少くとも昭和40年代までは人口の

3大都市圏への集中はつづいた。特に中枢管理

機能ぬ集中している都市への人口集中がめだっ

た。佐貫利雄氏は，都市人口規模階層別人口増

減率を計算して，その結果にもとづいて次のよ

うに述べている130

①概ね人口 10 万人以上都市の場合は 35~45

年の 10 ヶ年間で人口が 41. 5% も増加し 45~

55年においても， 32.8%も増加しつづけてい

る。

②人口 10万未満の都市では， 35~45 年では

ム9.6%， 45~55 年では 0.3% と衰退都市グル

ープが圧倒的地位を占める。

しかしながら，

③3大都市閤では，人口規模が小さい都市で

も成長している。

これに対して，

④地方圏では10万以上の都市は成長してい

るが， 10万未満都市では成長率は低L、。

また都市の産業構造と都市人口の関係をみる

と2)

⑤第l次産業の人口が50%を越える農業都

市は96.6%が衰退している。

@第2次産業就業者比率が50%以上の工業

都市は， 48都市のうち 34都市が成長グループ

に属している。

⑦第3次産業就業者比率が50%以上の都市

100都市についてみると，全体の74%が成長都

市である。

1)佐貫利雄『成長する都市衰退する都市』時事通信
社， 1983， 115-116ベージ
2)向上， 132-136ページ
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③第2次産業第3次産業就業者比率が81%

以上の複合的機能都市は81.2%が成長都市で

ある。

⑨新産業都市地区内の278市町村のうち，成

長都市は 36都市で12.9%にすぎず， 242市町

村， 87.1%は衰退都市グループに属する。

⑮比較的成熟度の高い工業整備特別地域で

も，域内の市町村96のうち， 成長都市は35.4

%にすぎない。

⑪観光都市のうち成長都市は約4分の lとい

ってL、し、。

⑫県庁所在地都市47のうち，衰退している

のは6都市， 残りの41都市87.2%は成長都市

である。県庁所在都市のうち衰退都市は，人口

のドーナツ型外延拡大で夜間人口が減少してい

るか(東京都区部， 大阪市)， 山口のように，

行政，商業，金融，工業が山口市，下関市，徳

山市に分散している場合であって， 一般的に

は，県庁所在都市は，どこもほとんど人口が増

大している。

⑬最も成長しているのは，中枢管理機能と成

長工業と商業機能が複合している都市である。

以上が佐貫氏によって展開された都市成長論

の要約である。以上のうち，特に⑨~⑬は注目

に値する。工業化は都市成長の一つの要因では

あるが，工業化だけではさして都市は成長して

いなし、。はんたいに行政的中枢管理機能の集中

している県庁所在都市は，ほとんど成長してい

る。東京区部，大阪の場合は人口の外延的拡大

で夜間人口が減少しているのであり，都市圏と

しては人口は急増している。山口の場合は例外

的である。

では行政的中枢管理機能都市がなぜ、成長しう

るか。一つは行政が各種の許認可権をもってい

るために，企業の本社機能がそこに立地するこ

とにもよるが，そのこと自体を含めて行政との

接触の利益が企業にとって大きし、からである。

行政が所有している情報のストックは大きい

し，行政が提示する情報をいち早く入手するこ

とが，企業の意思決定にとって重要である。し
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たがって工場は地方に分散しても，本社機能や

支庖機能は行政的中枢管理機能の集積地に集中

する。

その結果，行政的中枢管理機能の集積地に

は，経済的中枢管理機能も集中する。ここで重

要なのは情報の役割である。企業の本社が中枢

管理機能都市に立地するのは，情報入手コスト

が安くつくからである。

もちろん，行政情報だけが企業にとって必要

な唯一の情報ではない。金融機関との接触の利

益，関連業界の情報等，多くの情報を入手する

ことが必要である。

一般に行政的中枢管理機能の集積地には，金

融機能や商社機能等の経済的中枢管理機能が集

中する傾向がある。そのことが，企業の本社機

能の立地をいっそう促進する。

いま一つ注目すべきことがある。佐貫氏の研

究で人口 10万以上と以下とで，都市成長にか

なり有意な差がある，という点である。もちろ

ん10万以上都市の中には，県庁所在地が含ま

れているということもあるが，それよりも都市

がある規模を越えると成長するという点であ

る。これは，サーピス市場の成立と関係がある

ものと思、われる。サーピスは元来ローカノレマー

ケットとして成り立つ。したがって，市場成立

のためには，限られた空間的エリアの中にある

ていどの人口の集積が必要である。それが 10

万か20万かはわからなし、。 しかし， 規模が大

きくなるにつれて，市場成立の可能性は増大す

る。この点についてのより立ち入った分析は後

述する。

次に，情報化，サービス化がどのような根拠

で生じたかについて検討しよう。

3. サービス化，情報化の進展の根拠

サービス経済化は，現象的には，産業構造上

サービス部門の占める比重の増大としてあらわ

れているが，しかし，所得統計上，サービス部

門の増大としてあらわれていなくとも，サーピ

ス，あるいは情報が企業活動の中で重要な位置

を占めるようになっていることを意味してい

る。わが国でも，サーピス経済化について，宮

沢健一教授をはじめとするいくつかの先駆的な

研究がある九宮沢教授によれば，いわゆるサ

ーピス部門の拡大の理由は，生産と消費の中間

過程が拡大し，分業化と専門化がすすんだこ

と，物財生産を直接扱わない部門が拡大したこ

とによるが，同時に，物財部門の中でのサーピ

ス化も考えるべきであり，さらに，従来，財貨

の価値の中にこみになって扱われていたサーピ

スが，独立し，市場化された，という点を考え

るべきであるというの。

また，それと同時に，質的側面にも眼を向け

るべきである， として i)企業，個人両方の活

動において情報を媒介とした選択行動がー要素

となったこと， ii) 組織としての企業そのもの

が情報処理活動を受けもつ本社機能，管理機能

を拡大させると同時に， iii)情報処理活動を外

部組織にゆだねる「市場化」の方向も発展して

いる，と述べている九もちろん， 国民経済的

には，公共的，準公共的サーピスの領域が拡大

した， ということ，さらに，従来のサーピス部

門拡大についての論拠としてしばしばとりあげ

られる宮沢教授のし、う所得支出アプローチの論

点も妥当する。すなわち，所得水準が高まるに

つれて，サービス需要の占める比重が高まると

いうのがそれである。

この他にも，わが国独自の特徴がある。すな

わち，高度成長の終意とともに，製造業の雇用

吸収力が低下し，代って，サービス部門を中心

とする第3次産業における雇用が拡大したこと

から，雇用の安定という政策的立場から，サー

ビス部門の雇用吸収力が注目されだした， とい

う事情がある。

3)宮沢健一『現代経済の制度的機構』岩波， 1978， 
第 VI章
同『産業の経済学』東洋経済， 1975，第7章
V. Fuchs: The Service Economy.，江見康
一訳『サービス経済論』日本経済新聞社， 1974 
篠原三代平『産業構造論』筑摩書房， 1966，第
3章

4)宮沢健一『現代経済の制度的機構11182ページ
5)向上， 182-183ベージ
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このように，サーピス部門拡大についてはさ

まざまな要因が挙げられるが，特に本稿で問題

にする集権，分権との関連でし、えば，次のよう

に整理することができるだろう。

第1に，所得水準が高まるにつれて，サービ

ス需要の所得強力性も高まるという点である。

この場合のサービスは対個人向けサービスであ

る。

一般的にいえば，所得水準が高まるにつれ，

家計支出は必需品から者{多品へ，さらにサーピ

スへと支出の構成を変えていく。さらにまた，

都市化の進展とともに，サーピス財市場の成立

条件が充たされてくると，そのことが逆に家計

のサービス支出を促進させることにもなる。

第2は，企業や個人の，情報を媒介にした選

択行動の重要性の増大ということである。企業

にとっては，市場情報や経営情報，技術情報が

いっそう重要になる。これら情報入手と処理を

企業組織内部で自ら行う場合もあれば，それを

組織外部に発注する場合もある。消費者側から

みても，選択が多様化し，その購買行動に際し

て各種の情報を入手する必要性が生じてきた。

このため，各種情報誌のような情報サービス部

門が拡大する九

第3は，このような消費者のニーズの多様

化，選択行動の多様化にともない，企業の側も

これに対応して， 新製品開発， 品質改善， 広

告，宣伝，企画，デザイン，包装等に力をいれ

るようになる。こうした付帯サービスをともな

って物財供給が行われるようになる。

第4に，上述の傾向は，企業内部における管

理部門の比重を高めるが，企業組織の効率的運

営のために付帯サービス部門を独立させたり，

6)たとえば，雇用情報誌は求人側，求職者側双方の
探索を仲介しているが，雇用機会の多様化，業種
の多様化とともに求職側は，いっそうより望まし
い雇用機会の選択のために，より多くの探索コス
トをかけるようになるし，求人側も同様に多様な
求職者の中から選択しようとする。情報誌の存在
は，双方の探索コストを節約する。
商品情報については，それぞれの分野の専門情
報誌があるほか，オーディオ機器， クノレマ等につ
いては，趣味を兼ねた商品情報誌も盛んである。

あるいは，外注したりするかもしれない。その

場合，もし当該企業が製造業であったなら，製

造業の所得の一部がサービス業の所得として帰

属することになり，所得統計上，サービス部門

の拡大となってあらわれる。

これらは主として産業向けサーピスであり，

その中には，専門的知的サーピスもあれば，機

械のリースもあり，さらにピルの清掃，警備

等，多岐にわたっている。

第5に，公共サーピスあるいは準公共サービ

スの拡大ということが挙げられる。おおよそ以

上のように整理した理由によって，サービ、ス，

情報化が進展している。

情報化は，これらのサービス化の動きと重な

る部分と，必ずしも重ならない部分とがある

が， 上述の第2，第3の根拠と結びついて情報

化が進展しているということができる。それに

加えて情報関連の技術進歩，それにともなう情

報システムの改善等が急速にすすんでいること

が，こんにち情報化とよばれる大きな理由にな

っている。

以上が，サービス化，情報化といわれるもの

の内容である。次に経済理論的にサーピヘ情

報の性質を整理し，その性質が都市化社会，集

権，分権という問題とどのように関連するか，

以下順次検討する。

4. 経済理論的にみたサービス， 情報の特質

まずサービスについてその特質を示し，経済

理論的にみてそれがどのような影響をもたら

すかをみよう。 一般的にサービスは， i)無形

性 ii)需給の同時性 iii)対面性にその特質が

みられる， といわれる。需給の同時性という性

格は，需給の不一致がある場合に在庫の増減で

調整することができないことを意味する。サー

ピスは無形であり，貯蔵移転が不可能である。

その点は情報と異なる。このことから，せまい

意味での対個人向けサーピスは，限られた空間

的エリア内にしか供給できなし、。もしエリアを

越えて供給しようとすれば，いちじるしくコス

トを要する。もっとも放送サーピスのように電
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波という映像や音声の輸送手段を用いるもの うに表現できる。

は，そのエリアはきわめて広いし，運輸業をサ

ーピス業に含めれば輸送サービス自体は広い空

間に及ぶが，ここでは，まずさしあたり放送は

情報産業，運輸は運輸業と考え，サーピスをも

う少しせまい意味に限定しておこう。

せまい意味でのサービスは，サービスの供給

範囲が空間的に限られているから，当然，その

限られた空間内に市場が成り立つだけの需要が

なければならない。いきおい，サーピスは都市

集中がすすむほど成立しやすくなる。

サーピスのもう一つの性質，対面性は，サー

ピスにおいて規模の経済性が成り立ちにくいこ

とを意味する。公共財的性格をもっサービスの

場合，たとえば興業的サービスの場合，規模拡

大とともに，サービスの質が低下する，一種の

混雑現象が生じる。

以上がサービス経済の特徴であるが，これを

従来の経済理論との関連で，掘り下げて分析し

てみよう。所得水準が高まるにつれてサービス

需要の所得弾力性が高まる， ということは，き

わめて経験的に妥当するものと思われるが，こ

れをもう少し伝統的な経済理論との関連でみる

と， どうなるか。いま個人向けサービスに限定

して考えてみよう。

サービスは貯蔵できない，ということはサー

ピス消費に時間を要することを意味する。典型

的には興業がそうである。会場に出かけて行

き，見終って，あるいは聴き終って帰るまでの

時聞を要する。いま仮にすべてのサービス需要

者は労働者であると仮定しよう。よく知られて

いるように，賃金の上昇はある水準までは労働

供給を増加させるが，ある水準を越えると，労

働供給曲線は左側に曲がる。再びレジャーが選

択されることになる。サービス需要が所得の関

数であると同時に時間(レジャー)の関数であ

ると考えるなら，この時点からサービス需要は

増大することになるり。 サービス需要は次のよ

7)もちろん， 現実には労働者は企業に属し 1日8
時間というような拘束を受けているわけであるか
ら所得水準が高まったからといって容易に労働

Ds=Ds (Ps， Y， t) 
Ds:サーピス需要
y:所得

t: レジャーにふりむける時間

PS: サーピス価格

dD<_ aη< _ dηa 
~~OくO 一三>0 ~;;o>O 
dPs -......V， dY---v， at 

すなわち，所得の増大によってサービス需要

も増大する，と同時に，所得の増加が時間の余

裕をもたらし，時間の増加がサーピス需要を増

大させる， と考えられる。

しかしながら，物財の需要に飽和状態がある

ように，サーピスへの需要にも飽和がある。物

財需要の飽和は，欲求の充足によっても，もた

らされるが，空間的制約による飽和がある。た

とえば住居のスペースの限界による耐久財需要

の飽和状態がそれである。一方サービス消費は

時聞をともなうが故に， 時間の制約がある。 1

日24時間という制約は動かし難いが故に，た

だ1人の需要について考えれば，各種サーピス

への需要には限界がある。したがって，サービ

ス供給が拡大して行くためには，人口の増加が

必要である。もちろん，それは物財についても

いえることであるが，サービスの場合は，特殊

な意味がある。その点については後述すること

として，要約すると，個々人の所得の増加にと

もなって，時間に余裕ができ，それがサービス

需要を増大させることになるが，同時に時間に

は制約があるため，サーピ‘ス需要は飽和点に達

する。それ以上の拡大のためには，人口の増加

が必要である。物財の場合と異なるのは，個人

向けサーピスは本質的にローカノレマーケットと

をレジャーに代替することができるわけではな
い。たかだか超過勤務を選ぶかレジャーを選ぶか
の選択問題に際して，この議論はより直接的にあ
てはまるのみである。しかし，現実的に考えて，
超過勤務をとるかレジャーをとるか，という選択
問題であるとしても，あるいは休日出勤をとるか
レジャーをとるか，という選択問題であるとして
も，所得水準の上昇によってレジャーの選択がよ
り増大すると考えることは十分説得的であろう。
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して成立する，ということである。この点は都

市問題と密接に結びつく問題である。

サービス需要者が労働者ではなく，単なる消

費者として扱った場合も，基本的にはおなじこ

とである。この場合は，労働とレジャーの選択

問題は抜ける。一般的には物財とサービスの選

択問題として扱える。物財もサービスもいずれ

も所得の関数であるがサービスは同時に時間の

関数でもある。余暇時間 tは，Yの増加関数
であり，サービス需要 Dsは，tの増加関数で
ある。かくて物財需要 Dpとサーピス需要 Ds
には，単純にいって次のような性格があるとい

える。

Dp=Dp (Pp， Y)， 

ODb_ ^ O2ηムV;-';>O ~~;: <0 oY'" v， ol 

Ds=Ds (P.， Y， t) 
aDb ~-pくO

oPp 

dL ~ 
dY"'

V
， ただし，tくt，tは時間のある限

界である。 Pp は物財の価格である。

oD. 
ーゴくOoP. ~V， 

o2Ds¥A8) 
at2て v

oD史月η一
一一一>0 v::;:'>O ôY~ v， ot 

dDs Y¥dDp Y 
Ds 0 dY/耳 OdY

となるだろう。

かくて，ある所得水準からグラフで示すと図

1のようになる。

Dp，Ds 

Ds 

Y 

図1

a2D 
8)一寸!<oかどうか，ア・プリオリにはいえない。
at2 

しかし，ここで重視したい点は，所得水準がある
水準を越えてから y の増大は tを増大させ，
サーピス需要を拡大させ，その結果，サーピス需
要の所得弾力性が物財需要のそれを上回るという
ことである。
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以上は，対個人向けサービスについて示した

ものである。産業向けサーピスの場合は，若干

性格が異なる。サービスの属性といわれている

もののうち，対面性は必ずしも産業向けサービ

スの特質ではない。たとえば機械リース産業を

考えてみよう。この場合，機械のサーピスを売

ってレンタノレ料を受けとるわけで、あるが，そこ

では対面性は必要ではなし、。と同時に，個人向

けサービスと違って， リース産業は機械そのも

のを期間当たりで契約して貸している場合が多

い。サービスはたしかに需給の同時性という性

格をもつが， リースの場合は，物財としての機

械を貸しているのであり，物財の供給とサーピ

ス需要との不一致は，利用度の変化に吸収され

る。

こうした特性があるため，個人向けサービス

とは若干異なる。いま一つの特性は，個人向け

サーピスにくらべて規模の経済効果がありうる

点である。

次に情報の性質について検討しておこう。ひ

とくちに情報といっても，その内容は多様であ

る。経済的価値を有する情報について，野口悠

紀雄氏の分類にしたがうと， 情報は i)不確実

性を減少させるものとしての情報と ii)サービ

ス財的情報に分けることができるの。 i)はさら

に体系的知識となった情報(プログラム情報)

と，データ情報とに分けられる。それらはさら

にこまかく分類可能で、ある。またサービス財的

情報は，音楽や小説等であり，こうした情報を

提供する産業は情報産業ともいえるが，サーピ

ス産業ともいえる。

さて，これら情報の特殊な性格として，

氏は次の6つを挙げる1030

野口

①公共財的性格=社会的限界費用がゼロであ

ること

②取引の不可逆性

③外部効果がきわめて強いこと

④不可分割性

9)野口悠紀雄『情報の経済理論』東洋経済， '1974， 
26ベージ参照
10)向上，第3章， 40-49ベージ
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⑤生産における不確実性

⑤消費における不確実性

これら 6つは共通項でくくってもう少し整理

することもできるだろう。たとえば，①，③，

④はかなり重なる部分がある。⑤，⑥はひとく

ちに言って不確実性としてまとめうる。

ところで，これらの性格のうちサービスの性

質と重なるところと重ならないところとがあ

る。サーピスの特性ということを念頭におきな

がら，情報の特性をもう少し検討してみよう。

まず第1に公共財的性格についてみるなら，

これは社会的限界費用がゼロである，というこ

とであるが，ふつうの公共財には混雑現象が生

じうるのに対し，情報にはそれがほとんどな

い， ということが挙げられる。たしかに情報の

洪水とよばれる現象があるが，それは異なる情

報の聞の問題である。情報が多過ぎて人がそれ

を選択しえない，といった状態をあらわすので

あり，一つの情報に関しては，いかに利用度が

高まろうと，混雑現象，すなわち，社会的限界

費用の上昇ということはなし、。

第2に，サービスとの対比でいえば，貯蔵可

能であるということができる。

第3に，利用者によって情報の価値は異な

る。これはサービスにもあるていどあてはまる

が，たとえばデータ情報は，処理能力のある人

にとっては価値があり，ない人にとっては宝の

持ちぐされとなる。

第4は，第1と裏腹の関係にあることだが，

利用度が高まっても限界費用はゼロである。し

たがって，利用度が高いほど(利用者が多いほ

ど)， 社会全体の利益は大きい。 このことは，

第1に挙げた公共財的性格をもっということと

おなじであるが，特にすで、に述べたように道路

とか橋のような通常の公共財の場合には，混雑

現象が生じ，社会的限界費用の上昇があるが，

情報にはそれがない， ということである。

第5に，サービスと違って，対面性というこ

とを必要としないから， (サービス財的情報は

別)，規模の経済効果がある。

第6に，すでに野口氏が指摘した外部性がき

わめて強いことを再度挙げておく必要がある。

外部性が強いということは，公共財的性格をも

っということとおなじである。情報の場合は，

伝播しやすし、。だからこそ情報生産者の利益を

保護するために，各種の法的措置が必要になる

のであるが，元来公共財的性格をもつが故に，

そのような法的規制が十分効力を発揮すること

もむずかしし、。

ところで，情報の社会的限界費用がゼロであ

るとしづ性質は特に重要である。それが利用さ

れる場によって価値が変わってくる。このこと

は，サービスや情報の価格形成とどのように関

連しているだろうか。サーピス価格の決定は，

宮沢健一教授によれば，それが需要者側の主観

的評価に強く依存するが故に需要決定型であ

る11) とL、ぅ。他方，情報の価格については，

古くからマノレシャツク123，アロー同等によって

論じられている。

しかし， ここで扱っている情報は，不確実性

を減少させるものとしての情報である。したが

って一般的に論ずるなら，情報の価値は，それ

が得られた場合の期待収益と，情報が得られな

い場合の期待収益の差である，ということがで

きるω。

野口教授にしたがって整理すると，技術情報

の価値は生産関数の変化として表現される。ま

11)宮沢健一『現代経済の制度的機構JI205バージ
12) J. Marshak，“Remarks on the Economics of 
Information，" in contribution to scientific 
Research in Management， UC， 1959， pp. 79-
98. 

13) K. J. Arrow，“The Value of and Demand 
for Information，" in Essays in The Theory 
of Risk-Bearing， North-Holland， 1971. 

14)このような考え方は，たとえばスティグラーの
「情報の経済学」の中にもみられる。たとえば買
手は，より有利な価格を探索することによって支
出を節約しようとするが，限界的な 1単位の探索
によってえられる期待節約額と限界探索費用とが
一致するところまで探索をつづける。この探索は
価格情報を入手することであり，この情報入手に
よってより有利な価格を知ることができる。ステ
ィグラーによれば「情報の価値は買手の購入にお
ける費用が情報によってどれだけ低くなるかによ
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た消費財的情報は，効用関数によって表現され

る15)。宮沢教授によって説明されたサービスの

価値札それとまったくおなじ扱いである。若

干複雑なのは，不確実性を減少させるものとし

ての情報である問。

もちろん，サービスの価格も情報の価格も，

その供給価格と需要価格の双方によって決まる

ことはいうまでもなし、。

しかしながら，われわれが特に注目したいの

は，情報の価値が市場の規模によって異なると

いう側面である。たとえば，広告を例にとって

みよう。宣伝広告は，消費者に情報を伝え，販

売を促進しようとするものであり，その情報提

供のコストは生産者が負担する。情報の生産コ

ストは決まっている。それがどれだけの効果を

生むかによって情報の価値が決まるとすれば，

その情報の価値は，広告の及ぶ範囲に依存す

る。もしも，宣伝を媒介する事業があって，生

産者にかわって宣伝を担当し，広告料を徴収す

るとする。その場合の広告宣伝の価値は，明ら

かにそのメディアの影響圏の大きさに依存す

る。たとえば新聞広告であれば，広告の印刷費

ってきまるJ，したがって，これは不確実性を減少
させる価値とおなじことになる。

G. J. Stigler， "The Economics of Inform-

ation"， Journal of Po1itical Economy， June 
1961，神谷伝造，余語将尊訳『産業組織論』東洋
経済， 1975， 16章「情報の経済学」
15)野口悠紀雄，前掲書， 35-36ページ
16)野口氏にしたがって，これをさらに単純化して示
せば，次のようになる。 いまある状況 zのもと
で行動 aをとることにより，結果がえられる。
r=r (a， z) 
この意思決定者の効用関数は
U=U(め
である。この効用で表示された利得関数を s(a， 
Z)とすると，この主体の行動目標は
仰 xs (a， z) 
であらわせる。

確実性下の行動は Z=Zoに特定化された場合の
行動である。それは，

max s (a， zo) 
で示される。これに対して不確実性下の意思決定

者の行動は，状況 Zjのもとで， 期待効用を最大

にするものである。状況 Zjが生ずる事前確率を
π(Zj)で示す。行動向が選択された場合の期待

は全く変わらなくとも発行部数によって広告の

価値は変わる。そして広告料は発行部数に依存

する。したがってこの場合の情報の価格は，情

報の生産コストよりも，市場の規模によって決

まることになる。

かくて，マスメディアを通じる情報産業の存

在を考えると，情報の価値は，情報網，ルート

等によっていちじるしく影響を受ける。このこ

とが集権化，分権化とどのように関係するかが

問題である。

おなじことは，サービスについても妥当す

る。興業サービスの場合，生産コストはおなじ

であっても，入場者数によって総売上高は異な

る。プロ野球は入場者数が5，000人でも 1万人

でも 1試合9イニング行われ，音楽会は入場者

数にかかわりなく，プログラム全曲演奏され

る。総コストがほぼ一定である。

このような公共財的特性をもっ情報，サービ

ス市場の成立条件は，まず供給コストを償うこ

とである。供給価格を実現するに足る総売上が

期待できなければ，サービス市場そのものが成

効用は
E (ao)=); s (ao， Zj)π(Zj) 

意思決定者の行動は
max};β(a， Zj)π(Zj) 

もし情報がえられれば，期待が確実に実現するも
のとすれば情報の価値は，確実性下の利益と不確

実性下の期待利益との差である。
maz p(a，zo)-maz7P(a，勾)π(勾)

しかしこれは， 情報が100%信頼できる場合であ
る。 Zjが起こるという(たとえば Zj=Zoである

という)情報 Yjを入手したとする。それが100
%正しければ，情報の価値は上述のように示され

る。 しかし必ずしも Yjの情報が信頼できない場

合が一般的である。情報の信頼度は， 1状況 Zjが
実際に起こるときに情報 Yiカヰ専られる確率JP

(Y/Zj)によって与えられる。 IYjが得られたとき
に実際に Ziが起こる確率J(事後確率)P (z/IYi) 
は，ベイズの定理によって示される。

結局，意思決定者の選択は
Ej=max}; s (a， Zi)・P(Z;/yj) 
で示される。確実性下の情報の価値は，Ej-Eoに

よって示されることになる。不確実性を減少させ

るものとしての情報の価値は，以上のように説明

できる。野口悠紀雄， 前掲書，36-38ベージ参照
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り立たない。都市化がなぜサービス化と結びつ

くかということを， この点と関連させて，分析

しよう。

5. 都市集積とサービス経済化

前節ですでに示したように，個人向けサービ

ス需要は人が費しうるレジャータイムに依存す

る。そして時間の余裕は個人の所得に依存す

る。したがって，サーピス需要は，サーピスの

価格PSと個人の所得 yの関数としてあらわす
ことヵ:で、きる。

y=Y/N ただし Y は地域の所得， Nv土

地域の人口である。

ここで地域といっているのはサーピス供給の

可能なエリアである。すでに見たようにサービ

スが移出入不可能でサーピス供給の可能なエリ

アに限られるからである。いま，各種のサービ

スの供給が可能な空間的なエリアは等しいもの

とし，そのエリアを都市の単位と考えよう。

さしあたりサービス需要関数を ds=ゆ(P"y) 

で示そう。

他方，サービスの供給面から考えると，サー

ビスの内容によってそれはさまざまである。い

ま大きく分けて弁護士，公認会計士，個人病院

のような小規模専門サービスと，興業のような

公共財的性格をもっサービスに分けて考えてみ

よう。教育産業，カルチャー産業のようなもの

はその中間にあたる。いずれにも共通している

のは，その事業が成り立つための最低限度必要

な市場規模がある，ということである。通常の

物財の場合は，広い市場を前提にしているか

ら，その事業が成り立つための必要最小限度の

市場の規模という概念をあまり問題にする必要

はない(規模の経済性がし、ちじるしく大きい場

合を除いて)。 この点，サービスは， ちょうど

自然独占のケースとおなじように地域の市場規

模と産業の成立に必要な供給単位の関係が問題

になる。いま，小規模個人向けサービスと興業

のような公共財的サーピスそれぞれについて，

横軸に需要者数を縦軸に価格をとって示すと，

図2の a，b， cのように示すことができる。

まず，個人の需要関数は右下がりであるが，

P 

¥¥¥¥ 
N 

函2-a

N 

図2-b

C 

N 

P 

N 

図2-c
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横軸に人口をとった場合には人口増加とともに

需要曲線が右にシフトして行くことになる。

他方，費用曲線は，個々のサービス供給者に

ついてみれば，開業医でも弁護士でも固定費が

あるから，やはりU字型の費用曲線が描けるこ

とになる。そして多分，人口がある水準になっ

てはじめて需要曲線が費用曲線と交わることに

なるだろう。そして競争者が参入すれば需要曲

線は左にシフトする。

これに対して，興業のような公共財的サービ

スの場合はどうであろうか。需要曲線について

は，通常の対個人向けサービスとおなじであ

る。他方費用曲線についていえば，単純化して

すべて固定費である，と考えていい。

総費用曲線はl単位のサービスについて横軸

に水平的であり，サーピス 1単位ふえるごと

に，段階的に上昇する。それに応じて， 顧客1

人当たりのサービス供給費用曲線は右下がりの

直角双曲線であり，サーピス供給がふえるごと

に右上方シフトする。右下がりの点、線は需要曲

線であり，このうちの 1本の接するところが，

その価格でサービス供給が成り立つ最低必要人

口Nminということになる。需要曲線は，所

得水準の上昇とともに右にシフトする。 Nmin

のときのサービス価格を PS とする。
地域社会全体としてのサービ‘ス需要 Ds は

(それは同時に，サービス供給者の直面する需

要曲線でもあるが)

Ds=p (y， N， P) 

aD，_ ~ aD 月η
一~>O ←~>O 一一三<0ay/v，aN---v， oP 

の関係がある。 Pはサーピス価格一般である。

このような公共財的サービスの供給について

考えると，市場がある規模以上にならなければ

成り立たない。

D;2psNmin 

なら DsV;こ応じてサーピス供給 5sがなされ

ると考えよう。

DsくPsNmin

なら，

5s=0 

もちろんサーピスの種類によって，Nminの水

準は異なる。 f サーピス産業への需要をDsrと

する。 r=l，..... .no r産業の成立に必要な

最小支持人口を Nrminで，

Nl>minくN2，minく......<Nn，min

とする。

ある都市でのサーピ、ス需要 $ Dsrは， グラ

フで示すと次のようにも表わせる。

サービス需要は N の増加とともに増大する

が限界需要は逓滅的である。なぜなら，サービ

スには収穫逓減が働くからである。さらに，人

口がふえて，新たなサービス産業が登場するこ

とによって，全体のサービス需要は増大する

が，しかし，サーピ、ス需要は互いに代替的な関

係にある。なぜなら一人当たりの時聞が限ら

れているから，新たなサーピス産業の出現は，

既存のサーピス産業への需要を一部うばうこと

になるからである。かくて，人口の増大は，全

体として，サーピ、ス産業を逓減する比率で増大

させる。

しかし，ダイナミッグにみると，大都市はサ

ービス産業を逓増的な率で増大させるようにみ

える。それは，サーピス産業の増大が雇用を拡

大し，それがさらに人口を増加させるからであ

る。

いま仮に人口が Nl>minから N2，min まで

増大したとする。その人口増加は工場の新設に

ともなう雇用増加とそれに誘発された人口増加

Dr 

N1，min 
N 

図3
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であるとしよう。 N2，minの人口のもとで D2
が発生し，それに応じて S2が発生する。 S2に

ともなう新規の雇用機会が生まれ，それは人口

増をもたらす。この過程が継続することによっ

て都市が成長する。このことは，都市がある人

口規模以上になった場合に成長すること，さら

に，地方の工業都市よりも，県庁所在地や，さ

らに第3次産業と複合した都市のほうが成長す

る，という最初に示した事実とも照応してい

る。

産業向けサービスの場合は，事業所の立地動

向と関係があるのだろう。しかし，対個人向け

サービスのような時間制約がなし、。しかも比較

的規模の経済性が大きい。こうしたことから，

地域所得の増大とともに，累積的に拡大する傾

向がある， といえるだろう。このことも，サー

ビス化が大都市になじむものであることを証明

する重要な要因となる。

では情報化はどうか。情報化も都市化と重な

ることは，すでに示したとおりであり，実際，

サーピス産業の一部は情報サービスでもある。

たとえば，雇用情報を例にとると，全国規模の

雇用情報誌もあれば，地域単位の雇用情報誌も

ある。しかしはっきりしていることは，せまい

地域では雇用情報産業それ自体が成り立たず，

人口稀薄な地方在住者は，自ら足を運んで都会

に出てくる，という探索コストを支払わねばな

らない。

需要が多いほど，情報の価値が高まるという

こと(社会的限界費用がゼロであることと裏腹

の関係にあるが)は，情報産業の大都市立地を

促進する要因である。しかし，情報の場合は，

貯蔵可能であり，広い空間的範囲への供給が，

かなり安いコストで可能である。たとえば，放

送産業の場合は，電波の届く範囲であれば，発

信地に近くとも遠くとも，情報入手のコストは

変わらない。情報通信システムの革新は，その

傾向をますます強めるだろう。その意味では，

受信者の情報入手の機会は中央でも地方でも同

様に広がるであろうし，入手コストに地域別格

差はなさそうにみえる。しかし，それが果たし

て分権化を促進することになるだろうか。

ここで，情報入手コストを考える場合，サー

ピス財的情報とデータ情報を区別して考えねば

ならなし、。データ情報は生産財的情報ともいう

ことができる。

生産財的情報とサービス財的情報を区別して

みると， 情報にも他の物財と同様， 素材， 加

工，最終消費という段階があることがわかる。

サービスの場合は，個人向け産業向け，という

違いはあるものの，、概していえば最終財的性質

があり，それが加工されて再び高度なサーピス

になるといったことがない。したがって，それ

ぞれ独立に地方市場で供給され消費されるとい

う性質がある。これに対して，情報はその発信

地と受信地に地域の違いがある(おなじことも

あるが)。

このように，せまい意味のサーピスと違った

特性が情報にはあるが故に，情報化が単なる都

市化と重なる，と L、う以上に，中央と地方の関

係に大きな影響をもたらすであろう。

以下では，情報化と集権，あるいは分権の関

係について， より堀り下げて検討をすすめる。

6. 都市集積と情報

すで、に述べたように，情報の効果は人口の集

中した大都市ほど大きくなる。広告の例で示し

たように，広告とL、う商品情報は，その媒体が

多くの人びとに伝えるものであるほど効果が大

きL、。したがってその価格は新聞であれば発行

部数に，乗物の中吊りであれば乗車人員に依存

する。この結果，情報産業も大都市に成立しや

すくなるし，他方，情報に接する機会も多くな

る。

ところで，情報は外部効果が大きいというこ

とはすで、に述べた。このことは，情報利用者に

只乗りの機会が多いことを意味する。したがっ

て，情報の集積するところに，それを利用する

ものが集まる。それと同時に，情報は象それ自

体がさまざまな活動の外部効果であるという側
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面もある。商品情報を例にとろう。商品情報を

提供する手段は広告，宣伝である。しかし，宣

伝効果は広告だけで、はない。その商品が庖頭に

並べられていること自体が宣伝効果になる。ト

ヨタ自動車がより多く走っていれば，それだけ

多くの人の目にとまる。これも情報である。そ

れ故，ある企業の宣伝効果は，広告費の投入だ

けでなく，その企業の販売高にも依存するとい

える。それのみではない，宣伝効果は，過去の

広告費の累積額に依存するというのが，この分

野での一般的な議論である。しかし，それだけ

でなく，過去の累積販売額にも依存するだろ

う。印象というのは，簡単に消えなし、。すなわ

ち，情報はいったん伝わったものは容易に消え

ない。これは，先に挙げた取引の不可逆性とい

う情報の性質とも関係がある。

このように，商品が売られているということ

自体が買手にとっての情報である。小売商庖が

大規模で多くの商品を並べていれば，それだけ

消費者は多くの情報を入手することになる。

当然のことながら，このような外部効果とし

ての情報は大都市ほど多量で、ある。これらすべ

てのことが，都市集積をいっそう促進する要因

となるだろう。

ところで， これに対して，情報化社会といわ

れることの中には情報システムの卒新が含まれ

ている。それは多分， 日本中どこに住んでいて

も情報が容易に手に入るようになることを意味

するだろう。さらに各種の情報誌が全国隅々に

まで行きわたる。したがって， ファッション情

報のようなものは，迅速に伝わることになる。

そのように考えると，経済の集権化，あるいは

分権化ということと関連させて考えるなら，情

報化社会は分権化を促進するように思える。し

かし，この場合，生産者にとっての情報と消費

者にとっての情報を分けて考える必要がある。

一般的にいえば，生産者にとっても消費者に

とっても，必要な情報は大都市ほど得やすいで

あろう。その理由はこれまですでに述べたとお

りである。サービス財的情報に関していえば，

すで、に述べた如く，改めて説明するまでもない

し，データ情報に関しでも，大都市ほど得やす

い。しかしながら，情報入手コストは，地方に

あっても，節約される傾向にあることはたしか

である。問題は，中央と地方の情報ギャップが

縮小するかどうかである。

おそらく消費者にとっての情報は中央と地方

で大きな格差はなくなるだろう。しかし生産者

にとっての情報は容易に格差が縮小しないと思

われる。何故なら，生産者にとって，重要な意思

決定にたずさわる立場のものとの人的接触の価

値は大きいからである。このことは，最初に中

枢管理機能の集積について述べたところで，す

でに明らかにしている。消費者は霞ヶ関の周辺

に住む必要はないが，生産者にとっては，その

管理部門を霞ヶ関や大手町におくことの意味は

依然として大きい。この点が，集権，分権と関

連させた場合の一つの問題点である。

もう一つの問題がある。それは情報にも素材

としての情報と加工品としての情報という違い

があるということである。送信と受信の量を測

定した佐貫氏の研究によれば，東京は送信も多

いが受信も多い。しかも送信，受信ともに，物

流や人的移動ときわめて密接に関連している。

すなわち，人やものの流れと情報の流れとは比

例的関係にある。しかしながら，送信や受信の

中味が問題である。

素材としての情報，加工され販売される情報

が，中央と地方の間でどのように動いているか

が問題である。このことについての厳密な実証

は行われてはいないが，一つの例で、問題点を指

摘しておこう。たとえばテレビ放送を考えてみ

よう。テレビでは全国各地から取材をしてそれ

を放送で全国に伝える。その場合，地方が提供

しているのは，原材料=素材としての情報であ

る。これに対して，番組は，加工された製品と

しての情報である。このようにみると，地方か

ら送られる情報は圧倒的に素材としての情報で

あり，中央から地方に送られるのは，加工品と

しての情報である。したがって，情報の取引関
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係において，中央と地方の聞に垂直分業関係が もし，そうしたことが一般的傾向としてある

成り立っている。似たことは新聞についてもい とするならば，地方はそれに対処する方策を考

えるだろう。当然、のことながら，垂直分業は， えねばならなし、。方策の第一は，今日の中央集

中央と地方の格差をいっそう拡大する方向に作 権的制度そのものの改変である。行財政制度の

用する。情報化社会の問題点はそこにある。こ あり方自体を改めることである。第二は，情報

の格差をし、かに縮めるか，またその傾向にどう 生産機能を強化することである。情報のうち，

対処するかが，地方にとっての課題となる。 学術情報のように必ずしも行政的中枢管理機能

む す ぴ

サービス化，情報化を集権，分権という視点

から検討してきたが，サービス化は都市化と併

行的に拡大し，その意味で中央集中あるいは地

方大都市への集中を促進する要因として作用す

る。また，情報化も，消費者にとっての情報の

地域間格差を縮小させる方向に作用すると思わ

れるが，生産者にとっての情報は，ますます中

央に偏在する傾向がもたらされる。それだけで

なく，中央と地方との聞に情報の垂直分業が生

じそれが地域間格差をいっそう拡大させる方

向に作用すると思われる。さらにつけ加えれ

ば，高度情報通信システムの発達によって，本

社機能は東京に集中する一方で，地方拠点都市

での支庖機能は，端末機能でかなり代替される

ことになるかもしれない。これは中央と地方の

格差をいっそう拡大することになるかもしれな

いのである。

と直結する必要のないものは，その生産活動が

中央に集中しなければならない理由はなし、。こ

うした機能の分散をはかることである。第三

は，地域の企業にとって必要な情報を地方政府，

経済団体等が，蒐集し無料で提供するような情

報セシター機能を配置することである。

もちろん，これらの方策がすべて有効かどう

かは即断できないし，また有効であるといえた

としても，実現可能かどうか定かではない。し

かしながら上述のように，サービス化，情報

化は，いずれかといえば，いっそう集権化をす

すめる可能性を内包している。したがって，こ

のまま推移するならば，わが国の現在の制度的

機構のもとでは，必然的に集権化の方向を辿る

ことが予想される。長期的視点にたった場合，

分権化が理念的にも経済効率の観点からも望ま

しいとするなら，当然なんらかの方策が必要と

されるのである。
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